【ビジネス講座：著作権】
第2回　正しい引用方法を理解しよう
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レポート、企画書、プレゼン資料などを作成する際に、他人の書物やインターネット上の著作物を参考にすることは多い。ただし、著作権の知識がないままに利用すると、著作権侵害に問われることがある。特に、簡単にコピーできるネット上の情報は、気軽に使ってしまう傾向があるので注意したい。著作権法 第32条「引用」
1　公表された著作物は、引用して利用することができる。この場合において、その引用は、公正な慣行に合致するものであり、かつ、報道、批評、研究その他の引用の目的上正当な範囲内で行なわれるものでなければならない。
2　国若しくは地方公共団体の機関、独立行政法人又は地方独立行政法人が一般に周知させることを目的として作成し、その著作の名義の下に公表する広報資料、調査統計資料、報告書その他これらに類する著作物は、説明の材料として新聞紙、雑誌その他の刊行物に転載することができる。ただし、これを禁止する旨の表示がある場合は、この限りでない。

著作物を利用するときは、基本的に著作者から許可を得る必要がある。もちろん例外もあり、その代表が「引用」だ。引用であれば、原則として著作者の許可なく著作物を使うことができる。
引用については、著作権法第32条に定められているが（右枠参照）、この内容を正確に理解しているだろうか。誤った解釈で著作物を引用すると、著作権侵害に該当しかねない。無用のトラブルを防ぐためにも、引用の基礎知識をしっかりと身に付けることが大切だ。今回の講座では、「引用の必然性」「明瞭区別性」「主従関係の順守」という3つのポイントに絞って、正しい引用方法を解説していこう。
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